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(2004年3月"'-'205年2月)
2004年3月26日(金) ~~28 日(日) 春季合宿研究会 (於:大阪教育大学天王寺キャンパス)
(~綬蔀汗究) r学校づくりと『学力』のマネジメントj
-学習指導要領の一部改正と「学力J 福島正行(筑波大判耽生)
. r総合的な学習の時間Jの行方一藷知県の現状と課題一
-教授組織の改革と学校のカリキュラム経営
(自由研究発表)
. r我が国におけるコミュニティスクールの現状と課題j報告
野村ゆかり(高知市立第四小学校)
竹崎有希子(安芸市立}1北小学校)
武井敦史浜庫教育大学)
青木朋江(千葉大学非常勤)
堀井啓幸(富山大学)
-ライフコースアプローチによる学校事務職員の職務と専門的力量に関する実態調査研究
藤原文雄(静岡大学)
-学校経営における問題を持つ児童生徒へのサポートシステム作りに関する考察
-イギリスにおける教科主任の役害IJに関する一考察
.高知県における授業謝面政策の現状と課題
・教育行政の社会的基盤
-卒業研究の概要と今後の研究課題
.修士論文の概要と今後の研究課題
浜田知美(香川大学大学院〉
末松裕基(筑波大学大学説)
平井貴美代(高知大学)
榔j宰良明(香川大学)
照屋期大(筑波大学人間学類生)
福島正行(筑波大学研究生)
・中学校における個性をいかす教育のための指導組織のあり方に関する研究
一韓国の教育の多様化と日本の個性重視教育に着目してー 菱亨俊(筑波大学研究生)
(大阪府教青委員会・大阪教育大学・大塚学校経営研究会共催公開シンポジウム)
「スクールリーダー養成の必要性と可書出生一専門職大学院づくりを軸r:-J
-基調識寅:スクールリーダー養成のための大学院づくり
.スクールリーダー養成の現状と将来
小島悩董(筑波大学)
和佐員宏(大阪府教育委員会事務局教膏監)
-スクールリーダーに求められる力量とその形成一現職教員のための大学院づくりの経験からー
-スクールリーダーの力量形成
-スクールリーダーの学習拠点としての大学院づくり
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西穣巧(上越教育大学)
中垣芳睦(大阪府立j佳子高等学校校長)
大脇康弘(大阪教育大学)
2004年5月88 (土) 月例研究会(於:筑波大学附属学校教育局)
「教員配置制度に関する教育行政・学校経営上の問題と課題
寸丘年の制度改革と山形県『少人数学蜘施策(事例)-J 
.近年の教員配置制度の概要と特質
-山形県 f少人数学級j施策
福島正行(筑波大学大学院)
加藤崇英(山形大学)
2004年7月30日(金)"'8月1日(白) 夏季合宿研究会(於:湯河原 ちとせ荘)
(課趨汗究) r地方分権時代の学校経営を展望するj
・自衛守学校経営構築の課題
一河野和清編著『地方分権下における自樹句学校経営の構築に関する総合的研究』のレビューから-
-国一都道府県一市町村一学校の関係はどのように変化したか
.自律的学校経営の展望
(自由研究発表)
横山岡壮(筑波大判汗究生)
水本徳明(筑波大学)
平井貴美代(高知大学)
・イギリスの総合制中等学校における教科部会(subjectdepar回 ent)に関する一考察
-担:会人を対象とした討論授業の授業法に関する実証的研究
ーケースメソッド授業における「経験Jと「理論jの関係に焦点を当てて一
.学校の安全に関する研究
末松硲基(筑波大学大学院)
佐野享子(筑樹三学)
堀井啓幸(富山大学)
.<修士論文概要と今後の研究計厨> 学校と地域の協同による体育事業に関する研究
-イギリスにおける学校理事会制度
・学校マニフェストと学校経営
横山岡壮(筑波大学研究生)
-個別学校にとっての f地域教育改革Jの意味一志木市立A中学校の事伊j検討一
梶間みどり(佐賀大学)
小松郁夫(国立教育政策研究所)
安勝日子(上越教育大学)
(シンポジウム) r学校ガバナンスと学校経営J
.学校ガバナンスの理念と政策動向
-ガバナンス概念の整理
・「学校理事会Jにおける校長の役割
佐藤博志(岡山大学)
照屋期大(筑波大学大学院)
三原徹策京都足立産立五反野小学校校長)
2004年9月11臼(土) 月例研究会(於:筑波大学附属学校教育局)
.ナレッジマネジメントのネ見交に立つ大学教育の遠隔参加授業
.<話題提供> 教員の職能成長にとっての笑い
-108-
山崎保寿(信州大学)
榊原禎宏(山梨大学)
2004年12月11日(土) 月伊断究会伎を:筑波大学附属学校教育局)
・高校における教師の生街旨導観の動舟寸岐阜県における岐陽事件~新指導要領まで一
西尾克明(昭和女子大学)
・<話題提供> この数年間教育改革の最前線の現場を取材してきた中で感じてきたこと
青木朋江(千葉大学非常勤)
2005年2月19日(土) 月例研究会(於:筑波大学附属学校教膏局)
.<平成16年度修士論文の報告と今後の課題>
イギリス中等学校のカリキュラムマネジメントにおける教科主的leadof department)の鰐IJに関する研究
末松裕基(筑波大学大学院
-個別学校にとっての「地域教育改革jに関する考察
「古木市立A中学校における「学校Jの意味変容に着目して- 安藤知子(上越教育大学)
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大環学綾鐙営研究会金期
第 l条(名称)
本会は、「大塚学校経営研究会Jと称する。
第2条(目的及び活動)
本会は、学校経営を中心に教育学全般に関する研究を自的とし、各種研究会の開催、紀要及び
各種出版物の刊行を行い、会員相互の交流を図るものとする。
第 3条(会員)
本会は、会員及び名誉会員から成る。
2.会員は、本会の目的に賛同し、活動に参加を希望する者で、会員2名の推薦をもって、入会
を認められる。
3. 名誉会員は、本会が推挙する。
第4条(組織)
本会に、会長、事務局長、運営委員、紀要編集委員、会計監査、幹事を置く。その任期は2年
とする。
2.本会を運営するため、運営委員会及び事務局を置く。
3.総会は、原則として春季合宿において行うものとする。
第 5条(研究会)
本会で行う研究会は、定期研究会と合宿研究会からなる。
第6条(会計)
本会の会計年度は、 4月 1自に始まり、翌年3月末に終わるものとする。また、会費は、一般
会員 10，000円、学生会員 5，000円とする(名誉会員は除く)。
第 7条(紀要)
本会の紀要は、『学校経営研究Jと称し、年 l回毎年4月に刊行する。その編集規程は、別に
定めるものとする。
第8条(雑則)
本会の事務局は、筑波大学に置く。
第9条(附則)
本会員IJは、昭和 51年3月1日より施行する。
2.本会則は、昭和 54年4月1日より施行する。
3.本会則は、昭和 56年4月1日より施行する。
4.本会則は、 1991年4月 1日より施行する。
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『学校経費耕究』鱒集規程
1 .本紀要は、大塚学校経営研究会の機関誌として年 l回発行する。
2.本紀要は、本会会員の研究論文を掲載し、併せて、文献・資料の紹介、その他研究活動に関連
する記事を登載する。
3.本紀要に論文を掲載しようとする会員は所定の論文投稿要領に従い、紀要編集委員会事務局宛
に送付するものとする。
4. 論文の掲載は、紀要編集委員会の合議によって決定する。
5.掲載の場合は、若干の修正を加えることがある。ただし、内容について重要な変更を加える場
合は、執筆者と協議する。
6.本紀要に掲載したものの原稿は、原則として返還しない。
7.本紀要の編集事務についての通信は、下記宛とする。
〒305-8572 
茨城県つくば市天王台 1-1 -1 
筑波大学教育学系小島弘道研究室
『学校経営研究』編集委員会事務局
f学校経営朝究』輔集基準
1 .編集は、次の区分にしたがって行う。
(括弧内は、 400字詰原稿用紙の枚数)
(1)特集
(2)特別論文一学校経営学に関する本格的な研究論文 (80枚程度)。
(3) 自由研究-学校経営学ひいては教育学の発展に寄与する研究論文 (50枚程度)。
(4)学校現場の開題一学校経営や教育実践に関する諸問題の分析、事例報告など (50枚程度)。
(5)書評・資料紹介一学校経営学に関する重要文献の書評、重要資料の解説。
(6)研究会葉報
(7)その他、必要に応じて編集委員会が設けるもの。
2.上記(3)(4)については、研究会会員の自由投稿を募る。
その他については、編集委員会が編集にあたる。その際、会員からの要望・意見を積極的に聴
取し、検討すること。
3.本基準は、第 18巻より適用する。
?
?
?
?
?
?
官学校経営萌究』輪文投構聾額
1.論文原稿は、未発表のものに限る(ただし、口頭発表、プリントの場合は、この限りではない)。
2.編集委員会において枚数を指定するもの以外の論文原稿は、 400字詰原稿用紙A4判 50枚以内
とする。ワープロ使用の場合は、 A4判 40字X30行とする。
3.原稿に図表のある場合は、本文に換算する。図表は、論文原稿末尾に添付し、本文中には挿入す
べき箇所を指定する。
4.引用文献は、論文末にまとめて提示することとし、その方法は、次の例に従うこと。
( 1) 吉本二郎 f学校経営学』国土社、 1965年、 123頁。
(2) 永岡 JI頃「現代学校経営計画論JW学校経営研究』第 1巻、 1976年、 15頁。
(3) Gri旺ith，D. E.， Administrative Theory， Appleton-Century-Corfts Inc.， 1959， p.21 
(4) Weick， K.E.， "Educational Organization as Loosely Coupled System，" Administra ti ve 
Science Quarterly， Vo1.21， 1976， pp. 75 -76. 
5.論文原稿には、必ず論文題自の欧文を付すこと。
6.論文原稿は、 3部(コピー可)送付すること。原稿は原則として返却しない。
7.論文投稿の申し込み期限は毎年 8月末日とし、原稿提出期限は毎年 10丹末日とする。
? ? ??
? ?
?
?
後記
第 30巻記念号をお届けいたします。
本巻ではまず特集で公教育経営における分権改革を検討しました。 1998年の中教審答申をきっか
けに分権改革が進められてきましたが，それが実際にどのような実態や課題を生み出してきたのか，
それは元々の理念や目的にかなったものなのか などの点を学問的にきちんと点検し，そこから学
校経営のありうべき姿を展望する必要があると考えたからです。
自由研究には2件の申し込みのうち 1件が提出され，厳正な審査の結果，掲載されました。書評
には3件の図書を取り上げました。林部一二氏は本研究会の元会員であり，ここで取り上げた図書
は氏の学校経営に関する著作の集大成です。武井会員の図書は博士の学位論文，大脇会員他の図書
は研究と政策・実践のコラボレーションから生まれた間書です。内容的にも成り立ちとしてもそれ
ぞれ特色のある図書を書評に取り上げられたことがよかったと思っています。
最後に，第 30巻記念としてここ 10年間の学校経営を振り返る座談会を掲載しました。学校経営
の現実に関して，学問的な論文という形になる検討とは別に，具体的な現実と関わる中での実感な
どを大事にした検討の仕方もまた重要であると考えたからです。そのような仕方で初めて成り立つ
リアリティもあるのではないでしょうか。座談会のメンバーは様々な立場で学校経営の現実と関わ
ってきた会員です。特集と対になるものとしてお読みいただき，資料ともどもご活用いただければ
幸いです。
2005年 3月 31日
編集委員長水本徳明
? 、
?
????
